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豊中市障害児安全安心対策事業補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 豊中市障害児安全安心対策事業補助金に係る補助については予算の範囲内において交

付するものとし、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）、障害児安全安心対策事業実施要

綱（令和６年３月２９日付こ支障第７３号こども家庭庁支援局長通知）、児童虐待防止対策等

総合支援事業費国庫補助金交付要綱（令和６年５月２３日付こ支虐第１９５号こども家庭庁

長官通知）、豊中市補助金等交付規則（昭和５７年豊中市規則第１５号）の規定によるほか、

この交付要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 本事業は、障害児通所支援事業所において、ICT を活用した子どもの見守りサービス

等の機器の導入、登降園管理システムに係る経費の補助を行うことで、子どもの安全を守るた

めの万全の対策を講じるとともに、子どもを預けている保護者の不安解消を図ることを目的

とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱における「障害児通所支援事業者」とは、児童福祉法第６条の２の２第１項に

規定する「障害児通所支援事業」を行う者をいう。 

 

（対象者） 

第４条 本市の区域内において事業を行う、障害児通所支援事業者 

 

（事業の内容） 

第５条 子どもの安全対策を講じるため、次に掲げる①、②の事業を実施する際、備品購入等の

費用に係る補助を行う。なお、この補助金の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、

別表１に定める。 

① ICT を活用した子どもの見守り支援事業 

ICT を活用した子どもの見守りサービス等の安全対策に資する機器等を導入すること。 

② 登降園管理システム支援事業 

適切な登降園管理を行うための登降園管理システムを導入すること。 

 

（補助額の算定方法） 

第６条 この補助金の基準額については、別表２のとおりとする。ただし、算出額に1,000円

未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

（１）施設又は事業所ごとに、基準額と第５条に定める対象経費の実支出額を比較して少ない

方の額を選定する。 

（２）（１）により選定された額と予算の範囲内で市長が必要と認めた額を比較して少ない方
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の額を補助額とする。 

 

（交付の条件） 

第７条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）対象経費について、購入する物品等が社会通念上の単価と比較して著しく高額なもので

あってはならない。 

（２）対象経費については、この補助金以外の補助金の交付を受けないこと。 

（３）補助金の交付により取得した価格が単価500,000円以上の機械、器具及びその他の財産

については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条第１項第２

号の規定により国が別に定める期間を経過するまで、市長の承認を受けないで、この補助

金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄して

はならない。 

（４）市の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又

は一部を市に納付させることがある。 

（５）補助金の交付により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければなら

ない。 

（６）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）は、様式

第９号により別途定める日までに市長に報告しなければならない。なお、補助金に係る仕

入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を市に返還しなければなら

ない。 

 

（申込手続） 

第８条 この補助金の交付の申込は、次により行うものとする。 

（１）障害児通所支援事業者は、豊中市障害児安全安心対策事業補助金交付申込書（様式第１

号）に関係書類を添えて、別途定める日までに市長に提出して行うものとする。 

（２）市長は、申込書を受理したときは、その内容を審査し必要があると認めるときは現地調

査等を行うものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第９条 市長は、前条の申込に対して審査の上補助金の交付を決定したときは、交付決定通知

書（様式第２号）により通知するものとする。この場合において、補助金の額は概算額とす

る。 

２ 市長は、補助金の交付を決定する場合において、補助金の目的を達成するため必要がある

と認めるときは、条件を付することができる。 

 

（変更申込手続） 
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第10条 この補助金の交付決定後の事情の変化により申込の内容を変更する場合（ただし、補

助対象経費の額に１００分の２０以下の減少、事業の目的及び内容等のうち、事業の基本的

部分に関わらない変更を除く。）には、第８条に定める申込手続に従い、別途定める日まで

に行うものとする。なお、第８条の（１）の「様式第１号」は「様式第３号」に読み替える

ものとする。 

 

（補助金の変更交付決定） 

第11条 市長は、申込に対して審査の上、変更交付決定通知書（様式第４号）により通知する

ものとする。この場合において、補助金の額は概算額とする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定する場合において、補助金の目的を達成するため必要がある

と認めるときは、条件を付することができる。 

 

（実績報告） 

第12条 この補助金の事業実績報告は、次により行うものとする。 

（１）障害児通所支援事業者は、事業が完了した後に事業実績報告書（様式第５号）に関係書

類を添えて、別途定める日までに市長に提出するものとする。 

（２）市長は、事業実績報告書を受理したときは、その内容を審査し必要があると認めたとき

は現地調査等を行うものとする。 

 

（補助金の額の確定） 

第13条 市長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、これを審査し、当該報告の内容

が第５条に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、確定通知書（様式第

６号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

 

（決定の取消し） 

第14条 市長は、補助金の交付の決定を受けた者が、次の各号の一に該当するときは、交付決

定取消通知書（様式第７号の２）により、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すこ

とができる。 

（１）交付決定取消申込書（様式第７号の１）により、補助事業者より交付決定の取り下げが

あったとき。 

（２）補助金を当該補助事業等以外の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他この規則又はこれに基づく市長

の処分に違反したとき。 

（４）補助金の全部又は一部を使用しなかったとき。 

（５）偽りその他不正な方法により補助金の交付を受けたとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用

があるものとする。 
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（補助金の請求） 

第15条 補助金の交付確定を受けた者は、請求書（様式第８号）により市長へ請求するものと

し、市長は３０日以内に補助金の交付を行うものとする。 

 

（補助金の返還） 

第16条 障害児通所支援事業者は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその

額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について市に返

還しなければならない。 

 

（加算金及び延滞金） 

第17条 補助金の交付を受けた者は、第14条の規定による取消しに関し、補助金の返還を命ぜ

られたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助

金の額(その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額)に

つき補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令の定める割合で計算した加算金

を市に納付しなければならない。 

２ 補助金が２回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用については、返

還を命ぜられた額に相当する補助金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命

ぜられた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜられた額に達するまで順

次さかのぼりそれぞれの受領の日において受領したものとする。 

３ 第１項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助金の交付を受け

た者の納付した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず

当該返還を命ぜられた補助金の額に充てられたものとする。 

４ 補助金の交付を受けた者は補助金の返還を命ぜられ、これを期日までに納付しなかったと

きは、納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律施行令の定める割合で計算した延滞金を市に納付しなければな

らない。 

５ 第１項の加算金又は前項の延滞金の額の計算における年当たりの割合は、閏年の日を含む

期間についても、３６５日当たりの割合とする。 

 

（その他） 

第18条 特別の事情により第８条、第10条、第12条及び第15条に定める手続き等によることが

できない場合には、あらかじめ市長の承認を受けてその定めるところによるものとする。 

 

附則 

この要綱は、令和６年（2024年）６月２０日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、令和６年（2024年）１２月２０日から施行する。 
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附則 

この要綱は、令和７年（2025年）７月１日から施行する。 

 

別表１ 

対象経費 

（１）装置・見守り端末等の機器の購入費（装置・機器の運搬費、装置・機器の設置、据え

付け費、工事費を含む） 

（２）登降園管理のためのソフトウェア導入経費 

（３）通信環境機器等の購入にかかる経費（Wi-Fi ルーターなど） 

（４）保守経費等（クラウドサービス、保守・サポート費、導入設定、導入研修、セキュリ

ティ対策など）※当該年度分のみ 

 

（対象経費に係る留意事項） 

・第３条①の事業について、機器の使用対象となる児童の数以上に機器を購入する場合及び

機器の使用対象となる児童に対して複数の機器を購入する場合は本事業の対象外とする。 

・第３条①の事業の対象となる機器については、GPSやBLE（Bluetooth Low Energy）によ

り子どもの位置情報を管理するなど、施設外活動時の子どもの見守りに資する機器とす

る。 

・インターネット回線使用料等の通信費、その他本事業の目的・趣旨から逸脱している経費

は対象外とする。 

 

 

別表２ 

 基準額 補助率 

（１）ICTを活用した子どもの

見守り支援事業 

１施設又は事業所あたり 

200,000円 

４／５ 

（２）登降園管理システム支

援事業 

① 端末購入を行わない場合 

１施設又は事業所あたり 

200,000円 

② 端末購入を行う場合 

１施設又は事業所あたり 

700,000円 

 

 

 


